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１． はじめに 

 

伝統的な要素賦存仮説によると，要素賦存比率が異なる国家間においては，各国は自

国に相対的に豊富に賦存する要素を集約的に用いて生産する財を輸出する。例えば，労

働豊富国では賃金率が安く労働集約財に比較優位を持ちその財を輸出する。しかし

1980 年代以降の研究により，国家間の要素賦存比率が同じでも，規模の経済性の存在

によって貿易が発生することが明らかにされた。さらに Krugman (1980)は，規模の経

済性が働く下で生産された財の輸送に費用がかかるならば，企業はより有利な市場に立

地し生産活動を行うため，国家間で産業構造が相違化し，それにもとづく貿易が発生す

る可能性があることを示した。すなわち，Krugmanは輸送費が存在するもと収穫逓増

の技術で生産される差別化財を仮定する。差別化財が収穫逓増の技術で生産されるため，

各企業は１つの立地で生産する。また域外との取引に輸送費が生じるため需要の大きな

地域に立地することが有利になる。このため財需要がより大きな地域ほど財需要のシェ

ア以上に差別化財企業の立地が集中する傾向がある。これが自国市場効果である。

Krugman (1980)，Krugman and Venables (1990)および Amiti (1998)は，自国市場効

果により企業が大国に集中し，大国から差別化財が輸出されることを示した。自国市場

効果にもとづくこれらの貿易モデルは，１要素モデルまたは国家間の要素賦存比率が等

しい２要素モデルである。しかし生産要素が複数ありその賦存比率が国家間で異なるな

らば，国家間の市場規模格差から予想される貿易構造と，要素賦存比率の差から予想さ

れる貿易構造とが異なる可能性がある。そのような場合，どのような貿易構造が実現さ
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れるのであろうか。さらに，国家間の資本労働比率に差がある場合，生産技術が収穫一

定ならば，国家間の資本労働比率の差が縮小あるいは一致するように資本が移動する可

能性があるが，資本労働比率が逆転するような移動はもたらされない。しかし，自国市

場効果が働く場合，市場の大きな国にその国の財需要シェア以上に差別化財企業の立地

が集中するため，国家間の要素賦存比率が逆転する可能性がある。 

本稿では，労働賦存量以外は等しい２国が資本集約財である差別化財と労働集約財で

ある同質財を生産する一般均衡モデルを構築し，企業の立地選択によって国家間の当初

の要素賦存比率が逆転する条件を考察する。また，要素賦存比率から予想される貿易構

造とは異なる貿易構造が成立する可能性があることを示す。さらにこの貿易構造と要素

賦存仮説との関係も考察する。 

 以下，本稿は次のように構成される。まず第２節では，本稿の分析の基本となる独占

的競争モデルが定式化される。次に第３節では，各輸送費のもとでの閉鎖経済均衡およ

び開放経済均衡が考察される。第４節では，輸送費の水準と直接投資量，事後的な要素

賦存比率および貿易構造の関係が考察され，要素賦存比率が逆転する条件および資本豊

富国が労働集約財を輸出する条件が明らかにされる。さらにこのような貿易構造を要素

賦存仮説の観点から考察する。第５節で結論が要約される。 

 

 

２．モデル 

本稿のモデルは，Krugmanタイプの立地モデルに資本を導入した２国（第i(i＝1,2)

国）２要素（労働，資本）モデルである。この２国は労働賦存量以外の条件は等しいと

仮定する。総労働賦存量はLであり，第i国の労働賦存のシェアをφiとしよう。本稿では

φ2>1/2を仮定する。両国の資本保有量は等しいので，事前的には第１国が資本豊富国，

第２国が労働豊富国である。労働は国内の産業間のみを移動するとしよう。財は同質財
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であるY財と差別化財であるx財がある。同質財であるY財は労働のみを用いて収穫一定

の技術のもと生産され，その取引には費用がかからないとする。単位を適当に取ること

によって，その労働投入係数を１としよう。Y財をニュメレールとすると，Y財が生産さ

れる国の賃金率wi(i＝1,2)は１になる。次節で明らかにされるが，φ2>1/2という仮定の

下では，常に第１国内でY財が生産されるため，第１国の賃金率は常に１に等しい。差

別化財は独占的競争的であるが同一の技術で生産される。その輸送にはSamuelson流の

ice-berg型の輸送費がかかると仮定する。すなわち，１単位の差別化財を受け取るため

にはτ (>1)の発送量が必要である。各バラエティの生産には資本１単位と，限界的な労

働投入βが必要である。したがって本稿では，差別化財は資本集約財，Y財は労働集約

財である。piを第i国における生産者価格，xiを生産量とすると，第i国で生産活動を行う

企業の利潤πiは次式で表される。 

 iiiii wxxp βπ −=   (1) 

開放経済下では企業の立地は自由で再立地費用がかからないとしよう。このとき，各企

業の利潤は両国で等しくなる。 

代表的家計は差別化財のCES型複合財Xと同質財Yに対してCobb-Douglas型の選好

をもつとしよう。dhをバラエティhの需要量とすると，代表的家計の効用関数は次式で

表される。 

αα −= 1YXu                      (2) 
( )σ

σ
/11/1

0

/11
−

−

⎥⎦
⎤

⎢⎣
⎡= ∫

N

h dhdX  ，σ>１ ， 21 nnN +=  

ただし，niは第i国で生産される差別化財の総数，σは差別化財間における需要の代替の

弾力性であり，各差別化財需要の価格弾力性である。qhiを第i国におけるバラエティhの

需要者価格とすると，第i国におけるXの価格指数Piは次式で表される1。 

                                                 
1 である。Fujita et.al (1999)第４章を参照のこと。 ∫= N

hihiii dhxqXP 0
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    (3) 
( )σ

σ
−

−

⎥⎦
⎤

⎢⎣
⎡= ∫

1/1

0

1N

hii dhqP

第i国の各家計の消費支出をEi，家計が保有する資本をKiとすると，その予算制約式は次

式で表される。 

  iii KwE π+=   (4) 

仮定より常にw1＝１であるので，以下ではw2＝wで表す。 

 

 

３． 均衡 

(1)閉鎖経済のケース 

 国際的な経済取引がいっさい行われない閉鎖経済では，差別化財企業は所有される国

に立地し，また財貿易も行われない。第２国でも Y財が生産されるため，同国の賃金率

wは１である。各国における労働市場の需給均衡条件は次式のように表され， 

  ( ) 2/1 NxLL iii βφαφ +−= ， i＝1,2   (5) 

各バラエティの生産量は次式のように得られる2。 

  
N

Lx i
i β

αφ2
=    (6) 

したがって，各国で生産を行う企業の利潤すなわち資本所得は次式のように表される。 

( )
µ

φµα
π

N
L i

i
−

=
12

， 
σ

σµ 1−
=  ， 10 << µ    (7) 

φ2>φ1なので(7)式より第２国における利潤π2は第１国における利潤π1を上回る。一般的

な要素賦存仮説のモデルと同様に，閉鎖経済では，労働豊富国である第２国の要素相対

価格π2/w2は資本豊富国である第１国の要素相対価格π1/w1を上回る。要素賦存比率のみ

に注目すれば，第１国は資本集約財であるx財に，第２国は労働集約財であるY財に比較

優位をもち，各国はその比較優位財を輸出すると予想される。しかし，市場規模格差に

                                                 
2 Appendixを参照のこと。 
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注目すると，人口が多く国内市場の大きな第２国が差別化財であるx財，第１国が同質

財であるY財を輸出することが予想される。 

 

(2)開放経済のケース 

次に，開放経済における均衡を見てみよう。仮定より企業の立地は自由で再立地費用

がかからないので，すべての企業の利潤は等しくなる。開放経済下での各国のXの価格

指数Pi，各バラエティの需給均衡式は次式で表される3。 

[ ] σσδ
σ
βσ

−−+
−

= 1
1

1
211 1
wnnP  ，  [ ] σσδ

σ
βσ

−−+
−

= 1
1

1
212 1
wnnP     (8) 

( )
⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
+

+
+

−
= −− σσ δ

δφ
δ

φ
βσ
σα

1
21

22
1

21

11
1

1
wnn

E
wnn

ELx     (9) 

( )
⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
+

+
+

−
= −−

−

σσ

σ

δ
φ

δ
δφ

βσ
σα

1
21

22
1

21

11
2

1
wnn

E
wnn

EwLx      (10) 

ただし，δ=τ１－σ(0<δ<1)である。n1+n2=N を考慮すると，(9),(10)式より第２国に立地す

るx財企業の比率γ= n2/Nを次式のように得る。 

( ) (
( )( )

)
δδ

δδδ
γ

WW
WeWe

−−
−−−

=
1

112   (11) 

ただし，W=w１－σ，eiは第i国の支出比率を表し次式で表される。 

  
2211 EE

E
e ii

i φφ
φ
+

=   (12) 

第２国の資本集約財企業の立地シェア γ が同国の資本保有シェア 1/2 と異なるならば，

直接投資が行われている。(11)式を用いて(9),(10)式を書き改めると次式を得る。 

 
( )

N
EELwxx

β
φφαµ 2211

21
+

==    (13) 

また，均衡利潤πは次式で表される。 

                                                 
3 Appendixを参照のこと。 
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( ) ( )

N
EEL 22111 φφµα

π
+−

=   (14) 

 

Y財生産が両国で行われるケース 

ここで，Y財が両国で生産されているとしよう。第２国の賃金率wは１であり，資本

報酬である利潤も両国で等しくなることから，このケースでは貿易により要素価格は２

国間で均等化する。w=１であるので(13)式から明らかなように各バラエティの生産量は

両国において等しくなる。w=１および(4),(14)式を用いると，φ1E1+φ2E2および第２国

の支出シェアe2は次式のように求められる。 

  ( )µα
φφ

−−
=+

11
1

2211 EE   (15) 

  
( ) ( ){ }

2
111

2
1

22 >−−+
−

= µαφµαe    (16) 

(15),(16)式より，両国の支出額の合計および第２国の支出シェアe2は輸送費の水準には

依存しないことがわかる。W＝1および(4),(14),(15)式を用いて(11)式を書き改めると次

式を得る。 

  
( )[ ] ( )[ ] ( )( )

( )δ
δµαµαδδφ

γ
−

−−+−−−+
=

12
111112 2    (17) 

(17)式より，φ2>1/2 なのでγ>1/2 であることがわかる4。これは，労働がより多く賦存

する国は国民所得がより高く国内市場が大きくなるため，企業がより多く立地すること

を表わしている。(17)式をδで微分すると次式を得る。 

  
( ) ( ) ( )[ ]

( )δ
µαφγ

δ
γ

−
−−−+−

=
∂
∂

12
111212 2   (18) 

φ2>1/2 なので(18)式の符号は正である。輸送費が低い（δが大きい）ほど，x財企業の

立地シェアは第２国において上昇し，Y財の生産シェアは第１国において上昇する。 

                                                 
4 もし第２国が事前的に労働希少国であるとしφ2<1/2を仮定するならばγ<1/2であり，
また(18)式の符号は負になる。差別化財生産は労働量が多い第１国に集中し，第２国で
は常にY財が生産される。 
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ここで，所与の労働賦存シェアφiのもと輸送費がある臨界値に達すると，労働集約

財であるY財の生産が第１国に集中する可能性を考察しよう。このような臨界点をC点，

C点に対応する変数は添字Cを伴うものとする。C点が存在するのは，第１国内でY財の

総生産が可能な場合であり，次式が成立するケースである。 

  ( ) 211
φ

µα
αµ

>
−−

  (19) 

(19)式は(15)式の値を(１－α)(φ1E1+φ2E2)L<φ1Lに代入することより得られる。(19)

式がみたされない場合には，すべての輸送費の下でY財は両国で生産される。(19)式は，

第 2国の労働シェアが高すぎる，またはY財への支出シェアが高すぎると，第１国のみ

でY財の生産を行うことができないことを表している。また(19)式は差別化財の代替の

弾力性が低いと，第１国で生産されるバラエティが第２国で生産されるバラエティで代

替されにくいため，第１国内により多くのx財生産が残りやすいことも示している。 

さて C点では，第２国の労働市場の需給均衡条件が 

  βγφ 22 xNL =   (20) 

で表される。w=１および(13),(15),(16)式を(20)式に代入すると，δCが次式のように得ら

れる5。 

  
( )[ ] ( ) ( )
( )[ ]( ) ( )µµααµφφµα

µµααµφµαδ
−−−−−
−−−−−

=
1112
11112

2
12

2
2

C     (21) 

(21)式をφ2で微分すると次式を得る。 

  
( )[ ] ( )[ ]

( )[ ]( ) ( ) 0
1112

11112
2

122

<
−−−−−

+−−−−
=

∂
∂

µµααµφφµα
δαµδµα

φ
δ CCC     (22) 

したがって，第２国の労働シェアφ2が低いほど臨界的な輸送費（δ）はより低く（大き

く）なり，(21)式のφ2＝1/2における極限は１となる。(19)式がみたされる下でδがδCよ

りわずかに上昇するとx財企業が第２国により集中することによりwが１より上昇する。

                                                 
5 C点が存在するならば，0<δC<1であり，また

12

22

e
e

C −
−

=
γ
γδ と表すことができる。

Appendixを参照のこと。 
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次にこのケースをみてみよう。 

 

Y財生産が第１国に集中するケース 

(19)式がみたされるならば，輸送費がδ>δCにおいて第１国にY財生産が集中するので，

第１国の労働市場の需給均衡条件は次式で表される。 

  ( )( ) ( ) βγφφαφ 122111 11 xNLEEL −++−=    (23) 

(13)式を用いると(23)式より次式を得る。 

  ( ) αµγµα
φ

φφ
−−−

=+
11

1
2211 EE   (24) 

第２国の労働市場の需給均衡条件は C点と同様に(20)式で表される。(13),(20),(24)式よ

り第２国の賃金率 wは次式のように表される。 

  ( )[ ]αµγµαφ
αµγφ

−−−
=

112

1w   (25) 

∂w/∂γ>0 であり，x財企業の第２国における立地シェアγが上昇すると同国の賃金率wが

上昇することがわかる。(14),(24),(25)式より，δ>δCにおける第２国の支出シェアe2は次

式のように求められる。 

  ( ) 212 µααµγ −+=e   (26) 

(26)式を(11)式に代入するとδ>δCにおいてγは次式のように表される。 

  
( ){ } ( ) ( )

( )( )δδ
δδδµααµγγ

−−
−−−−+

=
WW

WW
1

1121 2

   (27) 

γはWおよびδの関数であり，δW＝1またはW=δをみたすδ以外において連続である。C点

ではwC＝W C＝１であることを考慮すると(25)式よりγCを次式のように得る。 

( ){ }
αµ

µαφγ −−
=

112
C   (28) 

(19)式はγC<1の必要十分条件である。またe2C は(16)式の値に等しいためγC>e2C である。 

各輸送費下の均衡は(25)式を Wの定義式に代入した(29)式と(27)式によって表される。 
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  ( )( )
µ
µ

αµγµαφ
αµγφ −

−

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
−−−

=
1

2

1

11
W       (29) 

(27),(29)式を解いてγおよびWを明示的に求めることは困難である。そこで(27)式の逆関

数を考えよう。(26)式およびWの定義より，所与のパラメータのもとでγはWの関数γ(W)

として表される。また(20)式を考慮すると，第２国の支出シェアe2もe2 (W)と表される。

したがって，(27)式は次式のように書き改められる。 

  ( ) ( ){ }[ ] ( ) ( )[ ] ( ) ( )[ ] 0111 2
22

2 =−++−+−− WeWWWWWeWW γδγδγ    (30) 

(30)式はδの２次方程式であるため，あるWの値に対して，この式をみたす実数のδの個

数は 0，1，2のいずれかである。(30)式より，W＝１, γW=1をみたすδはδC および 1のみ

であることがわかる。したがって，δC<δ<１ではγ>γC，W<１すなわちw>1であることが

わかる。W＝δ＝1 においてγは定義できないので，(30)式が表す曲線WWはδ＝1 におい

て不連続になる。δ＝1においてγが定義できないのは，自由貿易下では企業の立地が不

確定になることを意味する。次に，δ＝Wをみたすのはδ＝W＝１のみであるため，δC<δ<

１においてW>δである。したがって，(19)式がみたされる場合には，各輸送費の下での

均衡は図１で示されるようなJ字型となる6。 

これは次のような理由による。輸送費が非常に高いと輸出は不利なため，小国に立地

する劣位性が低い。x財および Y財が両国で生産され賃金格差はない。輸送費がやや低

くなると，国内市場の大きな国で生産し小国へ輸出することがより有利になるため，第

２国に立地する x財企業の比率が増大する。これは，同時に同国における労働需要を増

大させ，第２国の賃金率を上昇させる。このため総支出が増大し，各 x企業の生産量も

増大して利潤も増大する。利潤の増大により両国の所得は増大するが，賃金も上昇する

第２国の所得の増大は，第１国の所得の増大を上回るため，第２国の支出シェアは上昇

する。しかし輸送費がさらに低い水準では，大きな市場に立地するメリット低くなる一

                                                 
6 Appendixを参照のこと。 
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方，高生産費のデメリットが大きくなるため，大国に立地する x財企業の比率が低下す

る。このため第２国の賃金率は低下し，同国の支出比率も低下する（図２参照）。 

 

 

４． 貿易均衡下の資本労働比率と貿易構造 

 本節では，直接投資が行われた後に，事後的に各国内に相対的に多く賦存する生産要

素を確認し，貿易構造については次の２つのケース，すなわち(19)式がみたされないケ

ース(1)と，(19)式がみたされるケース(2)に分けて考察する。ケース(1)ではいかなる輸

送費の下でもY財が両国で生産されるが，ケース(2)ではδ>δCにおいてY財の生産が第１

国に集中する。 

 

ケース(1) 

このケースでは，いかなる輸送費の下でも要素価格が両国で均等化している。0<δ<1

では(16),(18)式でみたように，すべての輸送費の下で第２国におけるx財企業の立地シ

ェアγは 1/2 を上回り，第１国に所有される企業の一部がより市場の大きな第２国に立

地し，第２国内で生産を行うことがわかる。資本豊富国である第１国の資本は，資本集

約財に体化されて第２国へ移転されるのではなく，直接投資という形での文字どおり直

接移動する。第１国は直接投資の利潤をえるので，その総支出は国内総生産を上回る。

このため，第１国の貿易収支は常に赤字である。 

まずδ=0 における貿易構造を詳しく見てみよう。効用関数がx財とY財に対して

Cobb-Douglas型であるため，x財，Y財支出に対する各国のシェアはそれぞれe1，e2に等

しい。(17)にδ=0 を代入するとγ=e2であり，x財生産における第２国のシェアはx財需要

に対する同国のシェアに等しくx財は貿易されない。しかし，直接投資の利潤として輸

送費のかからないY財が第２国から輸出される。 
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次に 0<δ<1では，(18)式でみたように輸送費が低い（δが大きい）ほどγは上昇する一

方，第２国の支出シェアe2は一定である。したがって，輸送費が低いほどx財生産にお

ける第２国のシェアがx財需要における同国のシェアを上回り，第２国のx財の純輸出は

増大し，Y財の輸出は減少する7。 

 ここで第２国の立地シェアγと労働賦存シェアφ2を比較してみよう。δ＝0では 

    ( ) 0
2
11 22 <⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ −−=− φµαφγ   (31) 

であり，γ/φ2<1< (1－γ) /φ1となる。直接投資が行われた後の第２国の事後的な資本労

働比率は第１国を下回り，第２国は事後的にも労働豊富国である。δが上昇する（輸送

費が低くなる）とγは上昇するので，あるδの値の下でγ＝φ2となる。この点をE点，そ

のδの値をδEとしよう。δEは次式で表される
8。 

   
( )
( )µα
µαδ
−−

−
=

12
1

E    (32) 

E点ではγ/φ2＝(1－γ) /φ1＝1であり，両国の事後的な資本労働比率は同じである。δ<δE

ならばγ<φ2であり，第２国は直接投資を受け入れた後も労働豊富国，δ>δEならばγ>φ2で

第２国は事後的に資本豊富国となる。(32)式より明らかなようにδEは資本所有比率φiに

依存しない。 

Y2Lを第２国におけるY財産業の雇用量とすると，E点における第２国の労働市場均衡

は次式で表される。 

   βφφ 2222 xNYL L +=    (33) 

(33)式に(15)式を代入し整理すると次式を得る。 

   ( )[ 221122 1 EELY L ]φφαφ +−=    (34) 

E点では各財生産における各国のシェアはともにφiである。したがって各国内のx財のY

                                                 
7 第２国のx財の生産が増大すると，労働需給均衡条件より同国のY財の生産が減少する
ことが分かる。第２国のY財需要が一定なので同国からのY財輸出は減少する。 
8 (17)式の右辺＝φ2より得られる。 
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財に対する生産額の比率はα/(1－α)である。φ2>e2なので，第２国は各財の総生産量の

φ2－e2の比率をそれぞれ第１国に輸出している。第２国のx財の純輸出額とY財の輸出額

の比率をθとすると，E点ではθは各財に対する支出比率α/(1－α)に等しい。輸送費が低い

ほど，第２国から第１国にされるx財の純輸出は増大しY財の輸出は減少するため，δ<δE

ならばθ<α/(1－α)，δ>δEならばθ>α/(1－α)である。 

 また，もし次式がみたされるならば，すべての輸送費の下でY財は第２国から第１国

へ輸出される。みたされないならば，ある臨界的なδF(>δE)を上回るδの下でY財は第１国

から輸出される9。 

 ( ) ⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
−−
++−

>
µα
αµµαφ

11
1

2
1

2   (34) 

以上の議論を整理しよう。δ=δEならば，両国の事後的な要素賦存比率は等しくなり，

各財の総生産に対する各国のシェアはその労働の賦存シェアφiに等しい。したがって，

各国内でx財とY財の生産額の比率は，支出比率α/(1－α)に等しくなっている。また，第

２国のx財とY財の輸出額比率θもα/(1－α)に等しい。E点では両国とも各財に対する支出

比率に等しい生産を行い，どちらの産業にも偏よらない生産構造となっている。 

δ<δEならば，事後的にも労働豊富国である第２国がx財およびY財を第１国へ輸出して

いる。すなわち，資本集約財が労働豊富国から資本豊富国に純輸出されている。しかし，

第２国におけるx財とY財の生産額，輸出額の比率は，各財に対する支出比率α/(1－α)を

下回っており，第２国は労働集約財であるY財に偏った生産および輸出を行っている。 

一方δ>δEならば第２国は事後的に資本豊富国となる。自国市場効果による企業の立地

選択が当初の要素賦存比率を逆転させている。(34)式がみたされるならば，δ>δEである

すべての輸送費の下で，(34)式がみたされないならば，δE<δ<δFのもとでx財およびY財

が第２国から第１国に輸出されている。すなわち，労働集約財が資本豊富国から労働豊

富国へ輸出されている。しかし第２国におけるx財とY財の輸出額比率は各財に対する支
                                                 
9 δFは ( )( ) βγφφαφ 2221122 1 xNEEeL ++−= をみたす。(34)式はδF<1より得られる。 
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出比率α/(1－α)を上回っており，第２国は資本集約財であるx財に偏った生産を行ってい

る。(34)式がみたされないならば，δ>δFおいてY財は第１国から輸出される。各国は事

後的に豊富にある生産要素を集約的に用いて生産を行う財を輸出している。 

 

ケース(2) 

(19)式がみたされるときC点が存在する。このとき(34)式は必ず成立する10。δCとδEの大

小を比較すると 

   
( )[ ] ( )

( )[ ]( ) ( ) 0
1112

1114
2

12

2 >
−−−−−

−−−
=−

µµααµφφµα
αφµαδδ EC    (35) 

でありδE<δCである。0<δ<δCでは，ケース(1)と同様の分析が成立する。そこで輸送費が

δC<δ<1 である場合について見てみよう。δC<δ<1 では先に見たように第２国の賃金率w

は１を上回り，要素価格が均衡化しない。γ>γC，またγC>φ2であるため，この輸送費の

下では第２国は事後的に資本豊富国である。さらに (26)式を用いるとd(γ－e2)/dγ=1－

αµ>０であるため，γC>e2C>1/2を考慮すると， 

γ>e2>1/2  (36) 

である。δC<δ<１では第２国ではx財のみが生産されているが， x財生産における第２国

のシェアはx財需要における同国のシェアを上回るため，ケース(1)と同様に第２国から

第１国に資本集約財であるx財が純輸出される。第２国ではx財とY財が生産されともに

輸出されるが，第１国のx財の輸出額は第２国のx財の輸出額を下回るため，第１国は資

本集約財の純輸入国である。 

 以上をもとにケース(2)を整理してみよう。ケース(2)ではケース(1)と同様に，資本集

約財であるx財はすべての輸送費の下で当初の労働豊富国である第２国から純輸出され

る。またY財は 0<δ<δFでは第２国から第１国に，δF<δならば第１国から第２国へ輸出さ

                                                 

10 ( ) ( ) ( )( ) 011
1111

1
2
1

>−−=
−−

−⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
−−
++− αµ

µα
αµ

µα
αµµα

。 
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れる。したがって，δE<δ<δFでは労働集約財が事後的な資本豊富国から事後的な労働豊

富国に輸出される。要素相対価格は，0<δ<δCでは２国間で均等化しているが，δC<δ<1

では第２国の賃金率が第１国の賃金を上回る。 

 以上の結果を，閉鎖経済均衡から予想される貿易構造と比較しよう。本節で見たよう

に，第２国は常に x財の純輸出国である。これは市場規模格差から予想される貿易構造，

すなわち差別化財は市場規模の大きな第２国より輸出される，に一致し，要素賦存比率

が予想する貿易構造，すなわち資本集約財は閉鎖経済下において資本豊富国である第１

国から輸出される，ではない。しかし，直接投資の利潤支払を行う第２国の貿易収支は

必ず黒字となることを考慮すると，貿易構造を評価する基準として，各財への支出比率

をとることができるだろう。この基準によると，第２国は事後的に労働豊富国ならば労

働集約財に偏った輸出を行い，事後的に資本豊富国ならば資本集約財に偏った輸出を行

なっていることになる。これは要素賦存仮説的な特徴を持つといえよう。 

 

 

５． おわりに 

本稿では，輸送費を導入した２要素一般均衡モデルを構築し，国家間の市場規模格差

から予想される貿易パターンと要素賦存比率の差から予想される貿易パターンとが異

なる場合に実現される貿易構造を考察した。 

本稿で明らかになった点は以下のとおりである。資本集約財の輸出に輸送費がかかる

ため，資本豊富国である第１国から労働豊富国である第２国へ直接投資が行われる。第

２国は大きな国内市場を有するという優位性にもとづいて，資本集約財の需要比率以上

に資本集約財企業の立地を引きつける。このため，第２国から資本集約財が純輸出され

る。輸送費がある臨界的な水準より高い場合には，直接投資量は少なく，事後的にも第

２国は労働豊富国である。この場合，労働豊富国から労働集約財および資本集約財が純
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輸出されている。一方，輸送費がこの臨界的な水準を下回る場合には，自国市場効果に

よる企業の立地選択が当初の要素賦存格差を凌駕し，第１国と第２国の要素賦存比率は

逆転する。しかし事後的に資本豊富国である第２国は労働集約財を事後的に労働豊富国

である第１国へ輸出する。第１国と第２国の要素賦存比率を逆転させる輸送費の水準は

資本保有比率に依存しない。 

このように，各国の事後的な要素賦存比率から貿易の方向を検証すると，レオンチェ

フの逆説的な貿易が発生しているケースが存在する。これは市場規模格差による貿易を

反映したものである。しかし，第２国における各財の純輸出額比率を支出比率と比較す

るならば，この貿易構造は要素賦存仮説的な特徴も持つことが確認できる。 

 本稿では，国家間の市場規模の相違は，労働賦存量の相違より生じる。しかし，国家

間における資本保有の相違も，所得効果より両国間の市場規模に相違を生じさせる。し

かし，企業が２国間で自由に立地を選択できる場合，労働賦存格差と資本保有格差は，

各国の財・労働市場に対して異なる効果をもつ。まず，本稿で見たように労働賦存格差

が大きすぎると，小国のみで同質財を生産することができない。一方，十分に大きな資

本保有格差があったとしても，差別化財に対する消費性向が十分に大きければ，小国の

みで同質財を生産することが可能である。また，労働賦存格差および資本保有格差は双

方とも２国間に労働需要格差を生じさせるが，労働賦存格差は同時に労働供給格差も生

じさせる。すなわち，賃金率に与える効果が異なる。２国間において労働，資本それぞ

れに賦存格差がある場合，どちらの格差が貿易パターンの決定により強く影響を与える

かを明らかにすることが，次の課題である。 
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Appendix 

 

◎(7)～(11),(13),(14)式の導出 

第i国の各家計の消費支出Eiは次式で表される。 

    (A1) ih

N

hii YdhdqE += ∫0
家計の予算制約式である(4)式を考慮すると，家計の効用最大化問題より，自国差別化

財に対する需要dii，他国差別化財に対する需要djiおよびYi財に対する需要は次式のよう

に求められる。 

    (A2) σσα −−= iiiii pPEd 1

    (A3) σσσ τα −−−= jiiji pPEd 1

  ( ) ii EY α−= 1    (A4) 

(A2),(A3)式より各差別化財需要の価格弾力性が σ であることがわかる。したがって差

別化財企業の生産者価格は(A5)式で表され，財の輸送費や企業数に依存しないことがわ

かる。 

  ( 1/ )−= σβσii wp   (A5) 

(A5)式を(1)式に代入すると次式を得る。 

  
1

1
−

=
σ

βπ ii x    (A6) 

(A6)式を(6)式に代入すると閉鎖経済下の利潤πiを(7)式のように得る。また(A5)式を(3)

式に代入すると(8)式を得る。各バラエティの需給均衡式は(A2),(A3)式を用いると次式

のように表される。 

[ ]2121111
111 EpPEpPLx σσσσσ τα −−−−− +=   (A7) 

[ ]2221212
111 EpPEpPLx σσσσστα −−−−− +=    (A8) 
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(A7),(A8)式に(A5),(8)式を代入すると(9),(10)式を得る。(A6)式を(13)式に代入すると開

放経済下の利潤πを(14)式のように得る。また利潤が両国で等しいことより， 

   (A9) wxx 21 =

である。(A9)式に(9),(10)式を代入すると次式を得る。 

  
( ) ( )

221

22

221

11 1
Wnn

WE
Wnn
WE

+
−

=
+

−
δ

δφ
δ

δφ
   (A10) 

(A10)式にn2=N－n1を代入し整理すると(11)式を得る。 

 

 

◎
12

22

e
e

C −
−

=
γ
γδ の導出 

 (28)式を(26)式に代入するとe2C，e1Cを次式のように表され 

( ){ } ( ) 2,1,1
2
111 =−+−−= ie iiC µαµαφ  

γC－e２CおよびγC－e１Cは 

  FGe CC +=− 22γ ， FGe CC +=− 22γ  

となる。ただし， 

    
( )[ ] ( )

αµ
αµφµα

2
1112 2 −−−

=G ， 
( )
2
1 µα −−

=F  

     
( )[ ]( )

αµ
αµφφµα

2
112 12 −−−

=H  

である。したがって(30)式を C点で評価すると次式のように書き改められ 

  ( ) ( ) ( ) 02 =++++−+ FGKHGFH CC δδ  

δCを解くと 

  
HF
GF

C +
+

=δ ，１ 

がえられる。δ＝１ではγが定義できないので，δCは唯一であり， 
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12

22

e
e

C −
−

=
γ
γδ  

である。 

 

 

◎曲線 WWの形状 

(24)式から明らかなように第２国における立地比率γが高くなるほど第２国の賃金率

が上昇するため両国の総所得は大きくなる。これに応じてY財の総需要も増大し，第１

国内のY財生産が増大するため，同国内でのx財生産が減少し第２国での立地シェアγが

上昇する。ここである輸送費の下でγが１に等しくなり第１国に立地するx財企業が無く

なる可能性を検討しよう。このような場合，曲線WWは図２のようにある輸送費の範囲

で水平な部分をもつ。この水平な部分の両端δの下では(27)式においてγ＝１が成立し，

また(26)式よりそのときのe2＝ ( ) 21 µααµ −+ <1 である。しかし(30)式にγ＝１を代入

すると 

  22 1
1

δ
δ

−
+

=
We  

が得られる。しかしこの式においてe2<1をみたすW<１, δ<１は存在しない。したがって，

γが１に等しくなる可能性はなく，曲線WWは図３のような形状にならない。 

次に曲線 WW が図４のようなＷ字型の形状となる可能性を検討しよう。曲線 WW 上

の頂点を T点としよう。もし T点が２つ以上あるならば，曲線 WWはある Wの値に対

して δが３つ以上は存在することになり，(30)式を満たさない。したがって，T点は 2

以上存在せず，曲線 WWが図４のような形状になることはない。 

したがって曲線 WWは，図１で示されるように δW平面上で J字型の形状となる。 
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